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様式２ 
 

全学共通教育についての自己点検・評価報告書（教育部会用） 
 
教育部会名：地球惑星科学教育部会 

部会長名：鈴木桂子 
作成者名：鈴木桂子 
 

概要（2000 字） 
 地球惑星科学教育部会では，以前より，部局を越えて密な連携をもち，共通教育の運営や全

学共通教育科目の実施に極めて積極的に取り組んできている．平成 21 年度の当教育部会を構

成する教員は，定年退職により 1 名減ったが，新たに４名が加わったので，理学研究科所属 1
７名，人間発達環境学研究科所属が 2 名，内海域機能教育研究センター所属が 2 名，都市安全

研究センター所属が２名の計 2３名で，小さな所帯であるが，連携よく教育を行っている． 
 当部会が担当する共通教育科目は，２つの内容からなる教養原論２科目と専門基礎科目の

「基礎地学」，「地球物質学」，「地学実験」である．教養原論は 21 世紀 COE で行なってき

た最先端の研究内容を紹介する教養原論「惑星系の起源・進化・多様性」であり，他の一つは

おもに地球システムや自然環境，兵庫県南部地震などの自然災害を紹介する教養原論「地球と

惑星」である．開講数も初期の 4 倍に当たる 8 コマと増やし，受講者数の増加に対応してき

た．また，専門基礎科目の「基礎地学」と「地球物質学」，「地学実験」は他学部・他学科の

要望に沿って 3 コマを継続して開講するとともに，その内，「基礎地学」と「地学実験」は教

員免許取得用の授業として受講できるようにしている． 

 地球惑星科学教育部会に属する教員は，その数の割には極めて多様な分野から構成され，そ

の全ての分野の最先端成果をコンパクトな形で相互に関係づけて教育することが出来るところ

が優れた点として挙げらられる。教養原論「地球と惑星」及び「惑星系の起源・進化・多様

性」では，１コマの授業を複数の教員が３〜４回ずつ分担して行う方式をとっている。授業は

パワーポイント・OHP で図表，写真，動画を示し乍ら行うことが多く，その中でも重要な図

表や写真は資料としてプリントし，学生に配布している。授業の内容については，シラバスを

作成する段階で，担当教員間ですり合せを行うとともに，授業中で配布した資料はファイルに

綴じて次に担当する教員に回し，授業で扱う内容の調整と重複の避けるように工夫している. 
 各クラスサイズをみると，開講している 8 コマの教養原論のうち 6 コマは定員いっぱいの

200 名になっており，依然として大規模授業の様相を呈している. 
 地学実験室は，今まで 2 スパンだった実験室を 1.5 倍に拡充した．ただし，改修の際に一律

20 パーセントの共通スペースを供出し，さらに地球惑星科学教育部会はそれ以上の供出を余儀

なくされたため，当教育部会が使用できる面積が大幅に減少した．そのため実験準備室，教員

居室を確保することが出来なくなり，きわめて使い勝手の悪い実験室配置となってしまってい

る．なお，実験室の一角には貴重な岩石・鉱物・化石などの標本を展示し，廊下からこれらが

見えるようなミニ博物館を作り，標本が見やすいように展示方法を工夫している。手狭なスペ

ースの問題は今後の課題であるが，今年度の追加予算配分で偏光顕微鏡 25 台，実体鏡 10 台を

新規購入することが出来た。新規購入により偏光顕微鏡は最大受講者 40 名全員に行き渡るよ

うになり，30 年以上前の古い機材を更新することが出来た。実体鏡は，未だ全員分には及ばな

いが，３人に２台ずつ供することが出来るようになり，実験の効率化を図ることが出来た。 
 地球惑星科学教育部会の構成教員が定年退職や他機関への異動にともなって減少する中で，

教養原論「惑星系の起源・進化・多様性」，「地球と惑星」を合わせた８つの授業体制と授業

の質を維持するためには，「教養原論」の担当についての人員配置の見直しが必要となった．

そこで，平成 18 年度から上記の担当者減少にともなう教養原論の授業科目の確保と充実をは

かっている．20 年度以降 5 年間に教養原論を担当する教員が毎年退職し，6 名減ることが確実

であるが，教員の補充が確実に行われないと授業の担当にも支障が出てくる可能性があり，こ

のことが現在の懸案事項である. 
 専門科目「基礎地学」は教職用の授業にも指定されているので、教育経験に富んだ非常勤講

師を配置して，系統だった内容を提供するようにしている。 
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様式２（続き） 
 
項目・観点ごとの記述 
 
基準５ 教育内容及び方法 
５－１－②： 授業の内容が，全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになってい 

るか。 
（観点に係る状況） 
 地球惑星科学は自然の歴史性や幅広い空間性を総合的に理解する現代に不可欠な教養であり，

講義では人類が生存する地球およびその地球が属する宇宙に関する普遍的・かつ重要な知識を伝

えることを目的としている．この目的を達成するために，教養原論では地球システムや自然環境，

兵庫県南部地震などの自然災害を紹介する「地球と惑星」，21 世紀 COE の最先端の研究内容を

紹介する「惑星系の起源・進化・多様性」を行っている． 
 
根拠資料 
 
シラバス 

 
５－１－③： 授業の内容が，全体として教育の目的を達成するための基礎となる研究の 

成果を反映したものとなっているか。 
（観点に係る状況） 
「地球と惑星」では，例えば兵庫県南部地震に関する調査・研究の成果に基づいて授業を行って

いる．また，「惑星系の起源・進化・多様性」では，21 世紀 COE で行ってきた最先端の研究内

容を紹介するなどの工夫をしている． 
 
根拠資料 
 
授業中の配布資料，授業中に使用した PowerPoint ファイル 

 
５－１－⑤： 単位の実質化への配慮がなされているか。 
（観点に係る状況） 

教養原論に関しては，最新の研究成果や多岐にわたる内容について講義を行っているので，教

科書を指定していない．しかしながら，講義に興味を持った学生が更なる勉強をするための参考

書を，講義中やシラバスを通じて紹介している．  
 地球物質学については，小テストや討論の場を作ることによって勉強させている． 
 
根拠資料 
 
シラバス，講義で使用したシラバス，配布資料 

 
５－２－①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態の組合せ・ 

バランスが適切であり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工 
夫がなされているか。（例えば，少人数授業，対話・討論型授業，フィール 
ド型授業，多様なメディアを高度に利用した授業，情報機器の活用，ＴＡの 
活用が考えられる。） 

（観点に係る状況） 
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講義としては「教養原論」，「地球物質学」，「基礎地学」を開講しており，実験科目として

は「地学実験」開講している． 

教養原論については，受講学生が文科系学生を多く含み，宇宙や地球に関する基礎的知識を

持っていないことを想定して，さらに本講義に関連する学問的特性として画像や動画を通じての

伝達が重要である．そこで講義には画像情報を多く含む資料やよりインパクトのある動画を用意

し，メディア活用型の講義を行っている． 

 基礎地学では，単なる知識の伝達ではなく、できるだけ研究手法や、最近の研究成果などを紹介

しながら，自分自身で観察するように促している。 

 地学実験については，実験室内での実験以外に，テーマによっては，実際に野外に出てサンプ

ルを採取し，それを加工・観察するなどの，実験・実習を組み合わせた授業を行っている．さら

にテーマ毎に適切な TAを採用することによりきめ細かな指導ができるように工夫している． 
 
根拠資料 
 
シラバス，講義で使用した PowerPoint のファイル，ビデオ，講義中に配布した資料． 

 
５－２－③： 自主学習への配慮，基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われて 

いるか。 
（観点に係る状況） 
自主学習への配慮：講義に興味を持った学生が更なる勉強をするための参考書を，講義中やシラ

バス，配布資料を通じて紹介している．また，配布資料には必ず詳しい引用元を示して，興味を

持った学生が原典を探せるように配慮している． 
 基礎学力不足の学生への配慮：専門用語に関する解説を講義資料として配布している． 
 
根拠資料 
 
授業中の配布資料．シラバス． 

 
５－３－②： 成績評価基準に従って，成績評価，単位認定が適切に実施されているか。 
（観点に係る状況） 
 教養原論に関しては，専門の異なる複数名（３～４名）の教員が授業を担当している．この講

義は扱う内容の幅が広いので，学期末の統一的な試験を課さず，講義の大区分（各教員）ごとに

成績評価を行っている． 
 地学実験に関しては，授業回ごとに課題を設定し，その課題に関するレポートの提出を求めて

いる. 
 
根拠資料 
 
担当者別の成績とそれらを合計した成績一覧表．レポート 
 

 
基準６ 教育の成果 
６－１－③： 授業評価等，学生からの意見聴取の結果から判断して，教育の成果や効果 

が上がっているか。 
（観点に係る状況） 
 教養原論に関しては，学生による授業評価アンケートの質問項目「総合的に判断して，この授

業を 5 段階で評定してください」に対する結果はほぼ 3 であり，高い評価とはいえない．教養原
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論の問題点としては，当教育部会が開講している講義は，履修登録者が 300 名近い大規模授業で

あり，アンケート結果によるとクラスサイズや教室設備に関して不満を述べる学生が多い．それ

が，少なからず総合評価の低さに反映していると考えられる． 全学共通教育機構は平成 20 年度

から 200 名を越える大規模授業は作らない方針を決めたので，クラスサイズに関する問題は解決

するものと期待していたが，現状は当教育部会が担当する教養原論は満杯状態である． 
 
根拠資料 
 
授業評価アンケート 

 
基準７ 学生支援等 
７－１－②： 学習相談，助言（例えば，オフィスアワーの設定，電子メールの活用，担 

任制等が考えられる。）が適切に行われているか。 
（観点に係る状況） 

シラバスに担当教員のオフィスアワーや居室，電子メールアドレスを記載しており，学生が学

習相談を受けられるような環境を整えている． 
 
根拠資料 
 
シラバス 

 


